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破産更生債権等

貸　　借　　対　　照　　表

2019年　３月３１日　現在

（単位：円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

流動資産 4,862,938,463 流動負債 1,204,832,906

現金・預金 317,343,557 営業未払金 778,544,390

貯蔵品 159,845 205,323,745

営業未収入金 1,462,070,030 未払金 10,138,692

4,850,083 未払費用 78,934,198

前払金 89,292,754 未払法人税等 61,771,500

前払費用 3,446,989 未払事業所税 2,158,300

2,947,173,722 未払消費税等 35,229,028

38,547,483立替金 預り金 8,217,311

その他流動資産 54,000 その他流動負債 24,515,742

固定負債 158,056,969

退職給付引当金 158,056,969

負債の部合計 1,362,889,875

純　　資　　産　　　の　　　部

固定資産 144,870,295 株主資本

利益準備金 25,000,000

有形固定資産 15,698,494 資本金 100,000,000

減価償却累計額 △ 18,523,188 繰越利益剰余金 3,519,918,883

建物 12,633,202 利益剰余金 3,544,918,883

工具器具備品 21,588,480

無形固定資産 16,052,578

ソフトウェア 16,052,578

109,516,888

投資その他の資産 113,119,223

関係会社株式 200,000

貸倒引当金 △ 1,034,661 純資産の部合計 3,644,918,883

投資有価証券 1

1,034,661

長期繰延税金資産

資産の部合計 5,007,808,758 負債・純資産の部合計 5,007,808,758

短期貸付金

その他投資 3,402,334



個別注記表 

 

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

        関連会社株式・・・・・移動平均法による原価法 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品・貯蔵品・仕掛品・・・最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は 

収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定） 

2. 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く） 

     定率法（ただし、1998年 4月 1日以降に取得した建物および 2016年 4月 1日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。 

（２） 無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

3.  引当金の計上基準 

（１）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給額を計上 

しております。 

（２）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

4. 収益および費用の計上基準 

（１）収益の計上基準 

    収益は、実現主義の原則に従い、役務提供基準及び引渡基準により計上しております。 

（２）費用の計上基準 

費用は、発生主義の原則に従い、発生基準により計上しております。 

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１） 外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は 

損益として処理しております。 

（２） 消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  

（３） リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって 

おります。  

 

 

 


